









































































































































































































































リポート(World Zwestment JFeport) ｣ (United Nations, 2010)で､多国籍企業
(Transnational Corporation)の活動を報告している｡国連の多国籍企業の定義
については｢本国以外の国で生産･サービスの拠点を所有あるいは管理運営す
る企業｣ (united Nations, 1973, p.23)､そして｢本国の親会社と2つ以上の
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注1: TNI (Transnational Index :多国籍企業インデックス)は海外売上比率,海外資産比亀
海外従業員比率の3つの比率の平均として計算される｡


































なる｡ドゥプニイクの多国籍企業の発展段階(Doupnik and Perera, 2008,















































































































































































悼)､ (2)社会の一員として社会-の貢献を考える社会価値(広い社会性) ､ (3)
働く人々の働きがいや自己実現活動をサポートする人間価値(深い人間性)を














































































･ carroll, A. B. , and A.K. Buchholtz (2006). Busl'ness and Socl'ety, South Western.
･ Doupnik, T.and H. Perera (2008), Zntematl'onal AccoLmtl'ng, McGraw-Hill.
I ISO (2009), nl'sk management - jTTl'17Cl'ples and gul'deh'DeS, 1SO 31000,財団法人日









and S  Sponelli, Jr. (2003) , New I,entLLre Creatl'on, McGrraw-Hill.
(2010) , If'orld Investment Report 2009.
(1973) , Mul tl'JIa tl'oJ281物orB tl'ons l'12 World Development.
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これを契機に､ ①米国では､ 2002年1月､ SECがオフバランスシート･ア
レンジメント(連結範囲外のSPE取引等)の開示強化(FRR61)を打ち出すと
ともに､ ② 2003年1月にFASBがFIN416 ｢変動持分事業体(VIE)の連結　-
APBNo.51実務指針-｣を公表し,③ 2003年12月に､ FIN46の改訂版にあたる
FIN46F ｢変動持分事業体(VIE)の連結-APB No. 51解釈指針｣を公表した(高島･























































三郎綿相関鮒組朗視始墨悪霊霊霊宝温芸冒芸瓢剛 三脚如月鞄t3-番企業を含む鮪囲邑問塩基単機塩基単陪窪即附帯2剛 毅伊野耀和塵紙内部銃創報告制度(JS舐)適周 
辞毛細蚤辱増月故障If 


















































･ Daelen, 班 and C. EIst (2010), Hl'sk MmagemeJZt and CTozpomte Gbvemance, Edward
Elgar.



































企業の所有と経営の分離(Berle and Means, 1932)に基づいて､エージェンシ
ー理論は､経営者(鹿ency)が株主(Principal)の情報の非対称性の不備に付け込
んで､悪徳的に浪費等の自己利害に走るリスクの可能性､即ち､モラル･ハザ
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9. 8_ 7. 6. 5. 4. 3_ 2. I_ 0. ?ﾙ?ｩgｹ'(?ﾉｲ????劔?60 ?㌧ 
( 劔剪?
至V-OTV"I 劔劔 ?ｲ?2年 ?＼ちq有招用 
250%) 劔8.- ?/ ?備r??` 劍､8､?HH?ﾘ"?Izb?
LlP/ 劔 ?３????ｲ?旬 ?

















先上霊 兆円 劔劔劼扇｢L讐 i 劔劔劔劼 剴槙?百億 
i i a a 1. 1. 8 ?篦ﾒﾒ?劔劔劔劔劔?剴?r?????????
J､G脚出 竺士崇 劔劔?劔 
ト産品三≧ 僭Mと 割ヒ, 劔劔劔剪? 鳴??
十｢⊥ 刳w卒 劔劔劔剪???
転房町案烏i''ur 劔劔劔剪?劔剪?
























































































































で生産開始､ 1990年ハンガリーで生産開始､ 1998年GMと業務提携強化､ GM出
資比率を10%へ引上げ､2000年に会長に就任､GM -の出資比率を20%-引上げ､
2006年GMの保有株式17%買い取り､出資比率3%-､ 2008年GMの保有株式3%
























ンズ(Belle and Means, 1932)の｢所有と経営の分離｣､コース(Coase, 1937)















































































































求められる方向性として､ ①経営の透明性の向上､ ②効率性の向上, ③国際標














































必要性を述べている(Hofstede, 1984,寓成訳, pp. 368- 376)0
文化的差異が経営に与える影響に関する調査研究としては､トロンペナ-ル





の次元は､ (人間関係)① ｢普遍主義｣対｢個別主義｣､ ② ｢個人主義｣対｢共同
体主義｣､ ③ ｢感情中立的｣対｢感情表出的｣､ ㊨ ｢関与特定的｣対｢関与拡
散的｣､ ⑤ ｢達成型｣対｢属性型地位｣､ (時間経過)⑥ ｢時間に対する態度｣ ,
(環境) ⑦ ｢環境に対する態度｣である(Trompenaars and Hampden-Turner, 1997,
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･　上田和勇(2002) ｢コーポレートガバナンスとリスクマネジメント(問題提起) ｣ 『危険
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委員会支援組織委員会(cormittee of Sponsoring Organization of the Treadway
Commission; CO SO)が2004年に公表した､その最新の発展型の｢全社的リ
スクマネジメント　フレームワーク編(Enterprise Risk Management
-Integrated Framework)｣ (本章では｢COSO ERM(2004)｣という)を参
考にして日本基準を構築して公表すると思われたが､あえて､それよりも12
年前の1992年に作成した報告書､ ｢内部統制の統合的枠組み(Internal
















定､ coso ERM(2004)は戦略を含む4つのRM目的を設定している. ISO
31000(2009)はすべての組織のさまざまな目的-の適用を意図している｡
図表5-1財務報告目的とリスクの目的･範囲の変遷
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CO S Oが2006年に中小企業向けに公表した｢簡易版co s o内部統制ガイダ
ンス(Internal Control over Financial Reporting - Guidance for Smaller
public Companies)｣ 3)のなかで示した｢内部報告に係る内部統制の誘導ガイ
ダンス｣を検討し､加えて､現代企業の内部統制におけるI T対応の重要性に
鑑み､ I Tガバナンス協会(IT Governance Institute : ITGI)が2006年に米
国の企業改革法(sox)のI T統制対応フレームワークとして公表した｢COB




































































































ここで､ 20の基本原則とは､ ②統制環境《1.誠実性と倫理感､ 2.取締役会､
3.経営者の考え方と行動様式､ 4.組織構造､ 5.財務報告に関する能力､ 6.権限
と責任､ 7.人的資源》､ ①リスク評価《8.財務報告の目的､ 9.財務報告に関す
るリスク､ 10.不正リスク》､ ③統制活動《11.リスク評価との統合､ 12.統制
活動の選択と整備､ 13.方針および手続､ 14.IT》 ､ ④情報と伝達《15.財務報






































































(Committee of Sponsoring Organization of the Treadway Commission, jntemal Contml















































の利用のあり様によっても大きな影響を受ける(鳥羽, 2007, p. p251)o
内部統制の枠組みをI Tの分野に応用し､ I T資源を事業目的(内部統制の
目的より広義)と統制活動との関連でどのように配分したらよいかを示す枠組
み(Control Objectives for Information and related Technology: COBIT)が､
1996年に米国の情報システムコントロール協会(Information Systems Audit
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プ 空室 ??????欄章 I 
CoBIT@J翻屠 唏,ﾂ??2?
‡1.ア刑ケ-シヨンリブ牛ウエアの調達と保守 ??C$ﾂ???ﾂ?寞掾?
三.技術インフテの調達と操守 又?2???ﾂ? -i 
3.藩用の促進 ?uCB????ﾂ?廬● i 
4.万リよこシ表lJおよびその変更あ導入と題意 ??Cr?● ?ﾂ?l● 
考5.変更管理 ?uCb?? + 
I ト6..軒ビス.-レベルの定義と管理 忍2????ﾂ? ･㌻-㌢完._ 
･7+.サードパーティのサービスの管理 忍88b??唸??
言臥システムセキユ7}ティの保証 ?E4ﾃR??+f+ 
｢1ー~ー~~五構成管理 忍3? ?4主● 
蔓10..問堰由シシデント管理 i 卜 忍9DR??阜l 
OSLO 
量目.データ管理 忍2貳ﾂ??†~●~●■' ¢● 
董12.鯛的環境とオベレーシヨ.ン管理 I 倩､E3??E2?2??I -1- L 
出所: I Tガバナンス協会(IT Governance lnstitute; ITGI)｡公開会社会計監視委員会
(Public Company Åecounting Oversight Board; PCAOB)の監査基準第2号
によるI T全般統制を関連付けたo
72
一方で､ I Tガバナンス協会(IT Governance lnstitute; ITGI)が米国の
企業改革法(sox)のIT内部統制対応フレームワークとしてCOBIT SOXフレー
ムワ⊥ク(IT Control Objectives For Sarbanes-0Ⅹ1ey, 2nd Edition 2006;
COBIT for SOX第2版2006年)を公表した｡ COBITは､ I Tガバナンスを4つ
のドメインと　34のITプロセスに分類している｡このCOBITの項目の中
から､米国企業改革法に関連する12のI T統制目標を抽出､整理し､公開会

















































この図表5-5では､ 3つの構成要素に対して､ I T統制がどのように組み込
まれるかを示している｡すなわち､ I Tに対する統制活動は､ ① ｢経営管理｣
に対して全社レベルのIT内部統制､ ② ｢業務プロセス｣に対してはIT業務統







うのである(企業会計審議会,内部統制･実施基準2,007, 1. 2. (6).ニ)0





















(Enterprise Risk Management - Integrated Framework)を公表した.
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I;;l情報と恵遷 刳g乗､巧.3 ､､ 































































































このように､ I T(情報技術) -の対応は､他の5つの基本的要素に含まれて






































に重点を置いたため､ CO S 0(1992)フレームワークを原則として受け入れつ
つ､固有の概念フレームワークを設定したのである｡
参考文献
･ Committee of Sponsoring Organization of the Treadway CoI弧ission(COSO) (2004),
･ Enterprise Risk Mこanagement -Integrated Framework, AICPA,八田進二監訳/中央青山
監査法人訳,トレッドウェイ委員会報告書『全社的リスクマメジメント　フレームワー
ク篇』o
･ Committee of Sponsoring Organization of the Treadway Commission(COSO) (1992),
Internal Control - Integrated Framework, AICPA‥鳥羽至英りし田進二･高田敏文
共訳(1996) 『内部統制の統合的枠組み-理論篇』白桃書房｡
･ Committee of Sponsoring Organization of the Treadway Commission(COSO) (2006),
Internal Control over Financial Reporting - Guidance for Smaller Public
Companies, AICPA,日本内部監査協会･八田進二監訳橋本尚､町田祥弘､久持英司
共訳(2007) 『簡易版coso内部統制ガイダンス』同文館出版｡






レビュー』 2006 Vol. N0.1｡








































































































































































































































































能性を勘案する方法を取っている(日本公認会計士協会編, 2007b, p. 218)0
図表6-2貸倒引当金の計上基準
2002 ??2?004 ??R?006 
税法基準に個別の見積額 を加算 ? 辻??
一般債権に貸倒実績率､貸 倒懸念債権等に個別に回 収可能性勘案 ???92 ?迭?95 ?迭?
その他 迭? 釘? ??










































- ｢文書化｣ - ｢文書化されたとおりに業務が遂行されているかの評価｣の構図
は､監査人が財務報告に対する内部統制を評価する際に重要な視座を与えるも



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































I committee of Sponsoring OrganiZ;ation of the Treadway Cormission(COSO) (1992),
zDtemal CoDtrO1 - ZDtegTat-ed Fme相克AICPA‥鳥羽至英.八田進二.高田敏文
共訳｢内部統制の統合的枠組み一理論篇｣白桃書房Q
I co岨ittee of Sponsoring Organization of the Treadway Conmission(COSO) (2006),



































































































発展の流れ､具体的にはCOSO(1992)､ COB IT(1996)､ COSO ERM
(2004), CO SO誘導ガイダンス(2006)を概観し､日本の内部統制報告制度の
概念フレームワークと比較･考察した｡
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